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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社には関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４．第50期第３四半期累計（会計）期間および第51期第３四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．第51期第３四半期累計期間および第50期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第50期

第３四半期 
累計期間 

第51期
第３四半期 
累計期間 

第50期
第３四半期 
会計期間 

第51期 
第３四半期 
会計期間 

第50期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）  2,331,261  1,795,042  719,192  650,870  2,974,562

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 35,575  △38,236  △15,788  787  28,495

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円） 
 59,500    △45,571  9,180  211  △502,880

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －  －  －

資本金（千円） － －  376,800  376,800  376,800

発行済株式総数（千株） － －  6,000  6,000  6,000

純資産額（千円） － －  1,849,536  1,154,280  1,284,232

総資産額（千円） － －  3,320,455  2,774,185  2,815,555

１株当たり純資産額（円） － －  308.26  192.38  214.04

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期（当期）純損失金額（△）

（円） 

 9.92  △7.60  1.53  0.04  △83.81

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

１株当たり配当額（円）  9  5  －  －  18

自己資本比率（％） － －  55.7  41.6  45.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 266,575  210,641 － －  191,894

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △57,732  △5,288 － －  △77,522

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △146,457  △143,504 － －  △177,354

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高（千円） 
－ －  329,582  266,061  204,213

従業員数（人） － －    160    154  160

－ 1 －



 当第３四半期会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しており

ます。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 154  (47)

－ 2 －



(1）生産実績 

当第３四半期会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

当第３四半期会計期間の受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

当第３四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．総販売実績に対する販売割合が10%以上の相手先はありません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業部門別 
当第３四半期会計期間

（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

前年同四半期比 （％）

計測事業（千円）   356,423  △13.4

情報事業（千円）   147,256  △23.3

自動認識その他事業（千円）   61,921  713.4

合計（千円）  565,601  △7.5

事業部門別 受注高（千円） 前年同四半期比 （％） 受注残高（千円） 前年同四半期比 （％）

計測事業  447,347  △9.1  81,736  66.2

情報事業   159,132  △23.6  57,776  5.3

自動認識その他事業   108,897  －  48,933  －

合計  715,377  1.2  188,446  77.3

事業部門別 
当第３四半期会計期間

（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

前年同四半期比 （％）

計測事業（千円）   441,030  △13.1

情報事業（千円）   148,348  △26.7

自動認識その他事業（千円）   61,491  548.7

合計（千円）  650,870  △9.5

２【事業等のリスク】

－ 3 －



 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

（1）業績の状況 

当第３四半期累計期間における当社の主要取引先であります国内製造業は、輸出、生産の増加など持ち直しの

傾向にありました。このような状況のもと当第３四半期の受注は前年同四半期並み（前年同四半期比 1.2％増）

に回復してきており、４月の最悪値の前年同月比約37％減と比べ大きく改善され、今後も改善傾向は継続するも

のと考えております。活動状況は受注増進プロジェクト活動に継続して取組み売上高の確保を目指すとともに、

損益分岐点売上高の低減活動を徹底するなど、収益性改善に注力してまいりました。 

この結果、当第３四半期会計期間の売上高は650百万円（前年同四半期比 9.5％減）となりました。利益面で

は、第３四半期に取組んだ新規大口ジョブの立ち上げ活動費の費用増加により、営業損失０百万円（前年同四半

期は営業損失９百万円）、経常利益０百万円（前年同四半期は経常損失15百万円）、四半期純利益は０百万円

（前年同四半期は四半期純利益９百万円）となりました。  

  

（2）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費の計上32百万円、賞与引当金の減少36百万円、売上債権の

増加76百万円、仕入債務の増加92百万円等により25百万円のキャッシュの増加（前年同四半期は80百万円の増

加）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出４百万円等により５百万円のキャッシ

ュの減少（前年同四半期は７百万円の減少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出15百万円、配当金の支払29百万円等によ

り44百万円のキャッシュの減少（前年同四半期は82百万円の減少）となりました。  

以上の結果、当第３四半期会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、第２四半期会計期間末に比べ24百万円

減少し、266百万円となりました。 

  

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（4）研究開発活動 

当第３四半期会計期間における研究開発活動の金額は、11百万円であります。 

なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

－ 4 －



(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。 

  

第３【設備の状況】

－ 5 －



①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（千株） 

普通株式  20,000

計  20,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（千株） 
（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数（千株）
（平成22年２月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  6,000  6,000 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

単元株式数100株

計  6,000  6,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年10月１日～ 

平成21年12月31日 
 －  6,000 －  376,800  －  195,260

（５）【大株主の状況】

－ 6 －



当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。  

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれております。 

なお、単元未満株式に自己株式60株が含まれております。  

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

（６）【議決権の状況】

  平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式  

    5,999,800
 59,998

「（１）株式の総数

等②発行済株式」に

記載のとおりであり

ます。 

単元未満株式 普通株式      200 － 同上 

発行済株式総数  6,000,000 － － 

総株主の議決権 －  59,998 － 

  平成21年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  350  355  360  392  433  449  399  369  401

最低（円）  330  311  335  340  375  381  340  320  321

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成

20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間

（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月

31日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財

務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四半期会計期間（平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る

四半期財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月

１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。  

  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社を有しておりませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 266,061 204,213

受取手形及び売掛金 507,156 549,774

商品及び製品 93,073 68,651

仕掛品 14,493 8,113

原材料 51,726 53,498

その他 20,272 14,981

貸倒引当金 △509 △428

流動資産合計 952,274 898,805

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,534,867 1,540,602

減価償却累計額 △958,400 △935,838

建物（純額） 576,466 604,763

構築物 115,188 115,508

減価償却累計額 △82,111 △80,481

構築物（純額） 33,076 35,026

機械及び装置 1,850,058 1,819,304

減価償却累計額 △1,632,019 △1,604,824

機械及び装置（純額） 218,038 214,479

車両運搬具 4,115 4,435

減価償却累計額 △4,008 △4,285

車両運搬具（純額） 107 150

工具、器具及び備品 320,181 333,328

減価償却累計額 △280,067 △276,861

工具、器具及び備品（純額） 40,113 56,467

土地 881,366 881,366

有形固定資産合計 1,749,169 1,792,253

無形固定資産   

ソフトウエア 36,005 69,688

その他 3,913 13,444

無形固定資産合計 39,919 83,133

投資その他の資産   

投資有価証券 16,220 16,514

その他 18,391 26,656

貸倒引当金 △1,787 △1,807

投資その他の資産合計 32,823 41,363

固定資産合計 1,821,911 1,916,750

資産合計 2,774,185 2,815,555
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 388,632 299,697

短期借入金 60,000 75,000

関係会社短期借入金 100,348 100,611

未払法人税等 1,322 3,871

賞与引当金 － 23,892

役員賞与引当金 850 2,112

その他 126,020 63,462

流動負債合計 677,174 568,648

固定負債   

長期借入金 20,000 65,000

繰延税金負債 308,268 309,982

退職給付引当金 590,468 559,886

その他 23,994 27,806

固定負債合計 942,731 962,674

負債合計 1,619,905 1,531,322

純資産の部   

株主資本   

資本金 376,800 376,800

資本剰余金 195,260 195,260

利益剰余金 585,018 714,589

自己株式 △29 △29

株主資本合計 1,157,049 1,286,619

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △2,769 △2,387

評価・換算差額等合計 △2,769 △2,387

純資産合計 1,154,280 1,284,232

負債純資産合計 2,774,185 2,815,555
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（２）【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 2,331,261 1,795,042

売上原価 1,478,760 1,191,186

売上総利益 852,500 603,856

販売費及び一般管理費 ※  810,914 ※  658,239

営業利益又は営業損失（△） 41,585 △54,383

営業外収益   

受取利息 36 7

受取配当金 453 378

受取手数料 1,305 855

助成金収入 － 17,365

その他 857 1,693

営業外収益合計 2,652 20,299

営業外費用   

支払利息 3,019 1,848

為替差損 4,869 1,452

その他 773 851

営業外費用合計 8,662 4,152

経常利益又は経常損失（△） 35,575 △38,236

特別利益   

固定資産売却益 27,298 1

特別利益合計 27,298 1

特別損失   

固定資産処分損 1,838 7,584

特別損失合計 1,838 7,584

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 61,035 △45,819

法人税、住民税及び事業税 1,534 1,351

法人税等調整額 － △1,599

法人税等合計 1,534 △248

四半期純利益又は四半期純損失（△） 59,500 △45,571
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【第３四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 719,192 650,870

売上原価 457,999 436,689

売上総利益 261,192 214,181

販売費及び一般管理費 ※  270,656 ※  214,228

営業損失（△） △9,463 △46

営業外収益   

受取配当金 287 137

受取手数料 430 287

助成金収入 － 1,360

その他 74 28

営業外収益合計 792 1,813

営業外費用   

支払利息 973 540

為替差損 5,884 223

その他 260 215

営業外費用合計 7,117 979

経常利益又は経常損失（△） △15,788 787

特別利益   

固定資産売却益 27,298 －

特別利益合計 27,298 －

特別損失   

固定資産処分損 1,808 897

特別損失合計 1,808 897

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 9,700 △110

法人税、住民税及び事業税 519 432

法人税等調整額 － △754

法人税等合計 519 △321

四半期純利益 9,180 211
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

61,035 △45,819

減価償却費 151,733 127,991

固定資産売却損益（△は益） △27,298 △1

固定資産処分損益（△は益） 1,838 7,584

貸倒引当金の増減額（△は減少） 154 61

賞与引当金の増減額（△は減少） △41,131 △23,892

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5,902 △1,262

退職給付引当金の増減額（△は減少） △19,734 30,582

受取利息及び受取配当金 △489 △385

支払利息 3,019 1,848

売上債権の増減額（△は増加） 133,733 39,484

たな卸資産の増減額（△は増加） 33,673 △29,029

仕入債務の増減額（△は減少） 22,534 88,947

未払消費税等の増減額（△は減少） △11,377 △9,274

その他 △30,984 28,067

小計 270,804 214,903

利息及び配当金の受取額 489 385

利息の支払額 △2,730 △1,658

法人税等の支払額 △1,987 △2,989

営業活動によるキャッシュ・フロー 266,575 210,641

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △45,446 △10,072

有形固定資産の売却による収入 4,100 532

無形固定資産の取得による支出 △12,015 △1,850

投資有価証券の取得による支出 △80 △87

その他 △4,289 6,188

投資活動によるキャッシュ・フロー △57,732 △5,288

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 50,119 △262

長期借入金の返済による支出 △90,000 △60,000

配当金の支払額 △106,577 △83,242

財務活動によるキャッシュ・フロー △146,457 △143,504

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 62,386 61,847

現金及び現金同等物の期首残高 267,196 204,213

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  329,582 ※  266,061
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 該当事項はありません。 

  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期累計期間 

（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

会計処理基準に関する事項の変更 ――――――――――― 

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期累計期間 

（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、当第３四半期累計期間を含む事業

年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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 当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

 前事業年度末（平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 ※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

 ※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

給料 千円297,349

従業員賞与手当 千円86,839

役員賞与引当金繰入額 千円911

退職給付費用 千円37,784

販売費に属する費用 ………………約 ％ 60

一般管理費に属する費用 …………約 ％ 40

給料 千円269,758

従業員賞与手当 千円59,064

役員賞与引当金繰入額 千円850

退職給付費用 千円36,418

販売費に属する費用 ………………約 ％ 58

一般管理費に属する費用 …………約 ％ 42

前第３四半期会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

 ※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

 ※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

給料 千円97,562

従業員賞与手当 千円56,702

退職給付費用 千円12,385

販売費に属する費用 ………………約 ％ 60

一般管理費に属する費用 …………約 ％ 40

給料 千円87,858

従業員賞与手当 千円42,053

退職給付費用 千円11,932

販売費に属する費用 ………………約 ％ 64

一般管理費に属する費用 …………約 ％ 36

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係  

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金 千円329,582

現金及び現金同等物 千円329,582

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金 千円266,061

現金及び現金同等物 千円266,061
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当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年

12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式         千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式           千株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）  

 重要性が乏しいため記載を省略しております。 

  

当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前第３四半期累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日）及び前第３四半期会計期間（自平成20年10

月１日 至平成20年12月31日） 

 関連会社が存在しないため該当事項はありません。 

  

当第３四半期累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日）及び当第３四半期会計期間（自平成21年10

月１日 至平成21年12月31日） 

 関連会社が存在しないため該当事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

 該当事項はありません。  

  

（株主資本等関係）

6,000

0

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月19日 

定時株主総会 
普通株式  53,999  9 平成21年３月31日 平成21年６月22日 利益剰余金 

平成21年11月６日 

取締役会 
普通株式  29,999  5 平成21年９月30日 平成21年12月４日 利益剰余金 

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

 著しい変動が認められないため記載を省略しております。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前事業年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 192.38円 １株当たり純資産額 214.04円

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 9.92円 １株当たり四半期純損失金額 △7.60円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  
前第３四半期累計期間

（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  59,500  △45,571

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 59,500  △45,571

期中平均株式数（千株）  5,999  5,999

前第３四半期会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 1.53円 １株当たり四半期純利益金額 0.04円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第３四半期会計期間

（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

四半期純利益（千円）  9,180  211

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  9,180  211

期中平均株式数（千株）  5,999  5,999

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

－ 17 －



 平成21年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………29,999千円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年12月４日 

  （注） 平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

２【その他】

－ 18 －



 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

－ 19 －



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月３日

国際チャート株式会社 

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 菅原 邦彦   印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 海老原 一郎  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 渡辺 雅子   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている国際チャート株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第50期事業年度の第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、国際チャート株式会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月４日

国際チャート株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 菅原 邦彦   印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 海老原 一郎  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 渡辺 雅子   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている国際チャート株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第51期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、国際チャート株式会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 




